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第一部【企業情報】 
 

第１【企業の概況】 
 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

回次 第５７期中 第５８期中 第５９期中 第５７期 第５８期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高(千円) 17,095,544 17,847,242 18,355,157 34,685,764 36,540,919

経常利益(千円) 189,496 217,132 724,849 484,020 578,451

中間（当期）純利益(千円) 122,316 214,962 504,662 409,689 472,099

持分法を適用した場合の投資
利益(千円) 

－ － － － －

資本金(千円) 5,115,224 5,115,224 5,115,224 5,115,224 5,115,224

発行済株式総数(千株) 19,587 19,587 19,587 19,587 19,587

純資産額(千円) 14,057,810 14,478,166 15,553,704 14,606,474 14,781,611

総資産額(千円) 23,478,758 23,698,679 26,941,878 24,216,529 24,625,294

１株当たり純資産額(円) 718.93 740.92 796.86 747.25 756.93

１株当たり中間(当期)純利益
金額(円) 

6.25 11.00 25.85 20.95 24.16

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益金額(円) 

－ － － － －

１株当たり中間(年間)配当額
(円) 

3 5 5 8 10

自己資本比率(％) 59.9 61.1 57.7 60.3 60.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー(千円) 

954,629 △721,108 356,073 1,870,154 557,502

投資活動による 
キャッシュ・フロー(千円) 

△168,162 △472,858 △655,588 △231,193 △719,793

財務活動による 
キャッシュ・フロー(千円) 

△1,268,592 △157,399 423,430 △1,581,102 △52,284

現金及び現金同等物の中間期
末(期末)残高(千円) 

1,353,579 546,983 1,808,157 1,897,819 1,683,718

従業員数(人) 306 288 279 294 273
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 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。 

２．持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社を有していないため記載しておりません。 

３．売上高には消費税等は含まれておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
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２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

 また、主要な関係会社における異動もありません。 

 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 平成17年９月30日現在

従業員数（人） 279 

 （注）従業員数は、就業人員であります。 

 

(2）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 
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第２【事業の状況】 
 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間のわが国経済は、景気のけん引役であったＩＴ関連製品の在庫調整によるデジタル電子部品

需要の減少や、原油価格の高騰に起因する材料価格の上昇等のマイナス要因があったものの、前事業年度から

継続している企業収益の改善を背景とした好調な設備投資の増加と、所得・雇用環境の改善による個人消費の

持ち直しにより、景気は踊り場を脱却して、穏やかながらも息の長い回復基調となりました。 

このような情勢下、当社は高付加価値製品へ経営資源を投入し強靭な収益基盤を確立するため、ビジネス拡

大とその強化として、業務提携や電子部品業界向けに新規開発品を投入する一方で、一層の生産性の向上、コ

スト削減等の諸施策を鋭意実施に努めた結果、当中間会計期間の売上高は183億5千5百万円（前年同期比2.8％

増）となり、営業利益は7億1千万円（前年同期比216.0％増）、経常利益は7億2千4百万円（前年同期比

233.8％増）、中間純利益は5億4百万円（前年同期比134.8％増）という結果になりました。 

次に営業の状況についてご説明申し上げます。 

 

〔仕入販売〕 

（製紙用化学品） 

   塗工用バインダーは、製紙業界の市況は横ばいで推移するなか、シェアダウンがあったものの販売価格の上

昇があり、ほぼ横ばいとなりました。しかし、その他製紙用化学品については、一部商流の変更に伴い大幅な

減収となり、全体では売上高は前年同期比10.6％減の44億6千4百万円となりました。 

 

（電子材料） 

   フレキシブルプリント基板材料は、その基板ベース材であるポリイミドフィルムの供給が安定化し、ハード

ディスクやＰＤＰ関連が堅調に推移しましたが、国内向け携帯電話新機種の販売鈍化と在庫調整の遅れがあっ

た影響により、ほぼ横ばいとなりました。また、リジッド基板用の回路形成用ドライフィルムについては、国

内向け携帯電話の販売鈍化と海外への生産シフトの影響を受け減収となり、全体では売上高は前年同期比

2.3％減の53億2千4百万円となりました。 

 

（機能性樹脂） 

  熱硬化性樹脂は、家電メーカーの海外への生産シフトによる商流変更により微減となりましたが、熱可塑性

樹脂は、家電向けエンプラ材料の新規採用により微増となりました。全体では売上高は前年同期比1.3％増の

27億3千6百万円となりました。 

 

（その他） 

食品材料は、増粘安定剤の原料不作による価格高騰の影響を受け微増となり、全体では売上高は前年同期比

2.0％増の8億6千2百万円となりました。 
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〔製造販売〕 

（コーティング製品） 

高機能フィルムは、電子部品業界向けの需要増加と高機能化に伴う積極的な販売活動により、大幅な増収

となりました。 

画像用フィルムは、前年度後半からスタートした業務提携の効果もあり、増収となりました。 

この結果、コーティング製品全体では売上高は前年同期比28.6％増の15億2千5百万円となりました。 

 

（高機能樹脂製品） 

電気絶縁用樹脂は、自動車電装部品及び電子部品向けが中国を中心とした旺盛な海外需要を受けて増収と

なり、また、液晶関連ビジネスが伸びたことにより、全体では売上高は前年同期比14.2％増の19億3千2百万

円となりました。 

 

（ファインケミカルズ） 

既存品がほぼ前年並みを維持するなか、前年度後半からの新規開発品の販売が寄与したことにより、全体で

は売上高は前年同期比29.9％増の6億2千5百万円となりました。 

 

（その他） 

電子業界向けフレキシブルプリント基板材料は、積極的な販売活動の結果、海外向けが堅調に推移したこと

に加え、生産設備の改良による加工能力の向上により大幅な増収となりました。全体では売上高は前年同期比

77.6％増の8億8千3百万円となりました。 

 

 （注）なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。 

 

(2）キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前事業年度末から1億2千4百万円

増加し、18億8百万円となりました。なお、各項目の増減は、以下のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、3億5千6百万円の資金の増加（前年同期は7億2千1百万円の減少）と

なりました。その主な要因は、売上債権が5億8千2百万円、たな卸資産が4億2千6百万円それぞれ増加したもの

の、税引前中間純利益が5億1千5百万円となり、減価償却費を2億2千7百万円、減損損失を1億7千3百万円それ

ぞれ計上し、仕入債務が4億8千8百万円増加したことによるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、6億5千5百万円の資金の減少（前年同期は4億7千2百万円の減少）と

なりました。その主な要因は、投資有価証券の取得に5億9千1百万円を支出したことによるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、4億2千3百万円の増加（前年同期は1億5千7百万円の減少）となりま

した。その主な要因は、長期借入金の返済に5億2千5百万円、配当金の支払いに9千7百万円を支出したものの、

長期借入れにより10億5千万円の資金調達したことによるものであります。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

事業部門別 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

コーティング製品（千円） 1,125,485 ＋24.2 

高機能樹脂製品（千円） 1,264,561 ＋15.9 

ファインケミカルズ（千円） 560,390 ＋44.6 

その他（千円） 784,869 ＋73.1 

合計（千円） 3,735,307 ＋31.6 

 （注）１．金額は製造原価によって表示しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(2）仕入実績 

事業部門別 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

製紙用化学品（千円） 4,293,202 △11.3 

電子材料（千円） 5,039,699 ＋1.5 

機能性樹脂（千円） 2,647,169 ＋1.2 

その他（千円） 713,204 △14.6 

合計（千円） 12,693,276 △4.2 

 （注）１．金額は仕入原価によって表示しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(3）受注状況 

 当社は一部を除いて受注生産は行っておりません。 

 

(4）販売実績 

事業部門別 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

製紙用化学品（千円） 4,464,270 △10.6 

電子材料（千円） 5,324,063 △2.3 

機能性樹脂（千円） 2,736,543 ＋1.3 

その他（千円） 862,938 ＋2.0 

仕入
販売 

小計（千円） 13,387,816 △4.3 

コーティング製品（千円） 1,525,247 ＋28.6 

高機能樹脂製品（千円） 1,932,793 ＋14.2 

ファインケミカルズ（千円） 625,331 ＋29.9 

その他（千円） 883,969 ＋77.6 

製造
販売 

小計（千円） 4,967,341 ＋28.8 

合計（千円） 18,355,157 ＋2.8 

 （注）１．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 
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前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日） 相手先別 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

日本製紙株式会社 3,435,933 19.3 3,127,915 17.0

ニッカン工業株式会社 1,556,755 8.7 2,047,568 11.2

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

 

５【研究開発活動】 

 当社では、ユーザーのニーズに応えるため、新製品の技術開発を積極的に行っております。 

 当社がこれまで蓄積してきた技術資源、ノウハウを基盤として、今後有望視される分野での市場開発と技術開

発に注力すると共に、ユーザーニーズの変化に対応すべく既存製品及びその周辺製品・機器に関する改良・開発、

さらに、製品の生産技術に関連した開発や顧客に対する技術サービスにも注力しております。 

 当中間会計期間の研究開発費の総額は 1億6千2百万円となりました。 

 当中間会計期間における各主要事業部門別の研究の目的、主要課題、研究成果及び研究開発費は次のとおりで

あります。  

 

(1）コーティング製品 

次のような研究開発を行っております。なお、当中間会計期間の研究開発費は 8千4百万円であります。 

・フィルム、金属箔、織布等各種基材の特殊表面処理（コーティング及びその他物理的・化学的表面改

質）、及びラミネート技術を用いた機能性フィルム状製品の研究開発。 

・プリント回路基板、磁気ヘッドや各種ディスプレイ等の微細加工を要する基材、ウェハー等の製造工

程で使用される各種工程フィルムの研究開発。 

 

(2）高機能樹脂製品 

電気・電子部品用接着剤、絶縁材料として用いられるエポキシ樹脂やその他の樹脂をフォーミュレートし

機能性樹脂製品とするための研究開発を行っております。なお、当中間会計期間の研究開発費は 4千6百万

円であります。 

 

(3）ファインケミカルズ 

各種機能性化学材料や助剤を合成・フォーミュレートし、製紙業界における製紙工程や塗工工程で使用さ

れる殺菌剤、塗料改質剤、抄紙用薬剤を製品化するための研究開発を行っております。なお、当中間会計期

間の研究開発費は 3千万円であります。 

 



 

－  － 
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第３【設備の状況】 
 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重要な変更はありませ

ん。 

   なお、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の売却の計画は、次のとおりであります。 

事業所名 所在地 設備の内容 
帳簿価額 
（千円） 

売却の予定時期 

富士営業所 静岡県富士市 販売設備 85,000 平成17年度中 

 （注）上記設備については、減損損失を計上したことにより、帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。 

 

 

 

 



 

－  － 
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第４【提出会社の状況】 
 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 60,000,000 

計 60,000,000 

 

②【発行済株式】 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成17年12月９日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 19,587,349 同左 
東京証券取引所 
（市場第二部） 

－ 

計 19,587,349 同左 － － 

 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 

（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年 4月 1日 
～ 

平成17年 9月30日 
－ 19,587,349 － 5,115,224 － 4,886,268 

 



 

－  － 
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(4）【大株主の状況】 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社宗屋 東京都中央区銀座四丁目11番2号 6,403 32.7 

多摩興産株式会社 東京都中央区銀座四丁目11番2号 2,929 15.0 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目1番2号 899 4.6 

ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目4番3号 515 2.6 

株式会社ＵＦＪ銀行 愛知県名古屋市中区錦三丁目21番24号 374 1.9 

株式会社みずほ銀行 
(常任代理人 資産管理サー
ビス信託銀行株式会社) 

東京都千代田区内幸町一丁目1番5号 
(東京都中央区晴海一丁目8番12号) 

351 1.8 

ソマール従業員持株会 東京都中央区銀座四丁目11番2号 275 1.4 

竹田 和平 愛知県名古屋市天白区表山二丁目209 250 1.3 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目6番6号 238 1.2 

藤原 美樹  大阪府茨木市中村町16番6号 160 0.8 

シービーエヌワイデイエフエ
イインターナショナルキャッ
プバリューポートフォリオ 
(常任代理人 シテイバンク・
エヌ・エイ東京支店) 

1299 OCEAN AVENUE, 11F, SANTA MONICA, 
CA 90401 USA 
(東京都品川区東品川二丁目3番14号) 

160 0.8 

計 － 12,556 64.1 

 (注) ＵＦＪ信託銀行株式会社は、平成17年10月１日に三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社に商号変更されております。 

 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 
普通株式   68,000

－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,209,000 19,209 － 

単元未満株式 普通株式   310,349 － 一単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 19,587,349 － － 

総株主の議決権 － 19,209 － 

  



 

－  － 
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②【自己株式等】 

    平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

（自己保有株式） 
ソマール株式会社 

東京都中央区銀座 
四丁目11番２号 

68,000 － 68,000 0.3

計 － 68,000 － 68,000 0.3

 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

月別 平成17年４月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 

最高（円） 400 485 429 493 468 489 

最低（円） 360 392 401 401 425 449 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1）役職の異動 

新役名及び（職名） 旧役名及び（職名） 氏名 異動年月日 

代表取締役社長 

（技術製造本部 本部長） 
代表取締役社長 平成17年７月１日

代表取締役社長 
代表取締役社長 

（技術製造本部 本部長） 

米森 政敏 

平成17年10月１日

常務取締役 

（技術製造本部 副本部長） 

常務取締役 

（コーティング本部 本部長） 
平成17年７月１日

常務取締役 

（技術製造本部 本部長） 

常務取締役 

（技術製造本部 副本部長） 

浅井 聡 

平成17年10月１日

常務取締役 

（営業本部 本部長補佐） 

（技術製造本部 本部長補佐） 

常務取締役 

（営業本部 本部長補佐） 
渡辺 功典 平成17年７月１日

常務取締役 

（技術製造本部 本部長補佐） 

常務取締役 

（高機能樹脂本部 本部長） 
平成17年７月１日

常務取締役 

（技術製造本部 副本部長） 

常務取締役 

（技術製造本部 本部長補佐） 

本木 啓博 

平成17年10月１日

取締役 

（内部監査室 室長） 
取締役 三村 摂 平成17年10月１日

 

 



 

－  － 
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第５【経理の状況】 
 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項

のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人

トーマツによる中間監査を受けております。 

 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

 



 

－  － 
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【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 
当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 
前事業年度の要約貸借対照表 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   546,983 1,808,157 1,683,718 

２．受取手形  676,875 511,296 556,986 

３．売掛金  11,193,639 11,826,729 11,198,967 

４．たな卸資産  1,857,345 2,567,334 2,140,793 

５．繰延税金資産  190,000 190,000 190,000 

６．その他 ※５ 450,091 203,311 122,022 

７．貸倒引当金  △ 52,200 △32,476 △ 45,900 

流動資産合計   14,862,735 62.7 17,074,353 63.4  15,846,588 64.4

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産 ※１   

(1）建物  1,994,364 1,838,444 1,903,824 

(2）機械及び装置  1,128,788 909,105 987,861 

(3）土地  420,029 240,245 406,271 

(4）その他  273,960 433,432 252,560 

有形固定資産合計   3,817,143 16.1 3,421,227 12.7  3,550,518 14.4

２．無形固定資産   46,734 0.2 29,831 0.1  38,193 0.1

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券 ※２ 3,418,839 4,819,255 3,613,970 

(2）差入保証金  1,461,967 1,512,172 1,487,314 

(3）長期貸付金  520 520 520 

(4）その他  186,448 172,898 181,435 

(5）貸倒引当金  △ 95,709 △ 88,381 △ 93,246 

投資その他の資産
合計 

  4,972,065 21.0 6,416,465 23.8  5,189,994 21.1

固定資産合計   8,835,944 37.3 9,867,525 36.6  8,778,706 35.6

資産合計   23,698,679 100.0 26,941,878 100.0  24,625,294 100.0
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前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 
当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 
前事業年度の要約貸借対照表 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形  509,305 608,348 590,684 

２．買掛金 ※２ 5,469,749 6,244,564 5,773,863 

３．一年以内返済予定
長期借入金 

 668,500 250,000 550,000 

４．未払法人税等  28,114 27,790 57,329 

５．賞与引当金  165,000 171,000 159,000 

６．設備関係支払手形  145,613 71,002 4,156 

７．その他 ※５ 358,777 626,446 386,188 

流動負債合計   7,345,061 31.0 7,999,153 29.7  7,521,222 30.6

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金  612,500 1,762,500 937,500 

２．繰延税金負債  478,883 816,228 571,142 

３．退職給付引当金  675,711 687,134 695,826 

４．役員退職慰労引当
金 

 98,855 113,654 108,490 

５．その他  9,500 9,503 9,502 

固定負債合計   1,875,451 7.9 3,389,020 12.6  2,322,460 9.4

負債合計   9,220,513 38.9 11,388,174 42.3  9,843,683 40.0

    

（資本の部）  
  

Ⅰ 資本金   5,115,224 21.6 5,115,224 19.0  5,115,224 20.8

Ⅱ 資本剰余金    

資本準備金  4,886,268 4,886,268 4,886,268 

資本剰余金合計   4,886,268 20.6 4,886,268 18.1  4,886,268 19.8

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  419,751 419,751 419,751 

２．任意積立金  2,108,272 2,100,000 2,108,272 

３．中間（当期）未処
分利益 

 1,149,320 1,724,045 1,308,752 

利益剰余金合計   3,677,344 15.5 4,243,797 15.8  3,836,776 15.6

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

  808,277 3.4 1,325,595 4.9  956,372 3.9

Ⅴ 自己株式   △  8,948 △0.0 △ 17,180 △0.1  △ 13,030 △0.1

資本合計   14,478,166 61.1 15,553,704 57.7  14,781,611 60.0

負債資本合計   23,698,679 100.0 26,941,878 100.0  24,625,294 100.0
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②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の要約損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   17,847,242 100.0 18,355,157 100.0  36,540,919 100.0

Ⅱ 売上原価   16,020,779 89.8 16,116,691 87.8  32,807,481 89.8

売上総利益   1,826,463 10.2 2,238,465 12.2  3,733,437 10.2

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

  1,601,523 9.0 1,527,544 8.3  3,111,313 8.5

営業利益   224,939 1.2 710,921 3.9  622,124 1.7

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  253 370 491 

２．受取配当金  10,382 12,320 16,233 

３．その他  16,570 27,206 0.2 31,524 44,216 0.2 22,616 39,341 0.1

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  12,769 15,321 25,713 

２．その他  22,243 35,013 0.2 14,965 30,287 0.2 57,301 83,014 0.2

経常利益   217,132 1.2 724,849 3.9  578,451 1.6

Ⅵ 特別利益    

１．固定資産売却益  － 115 758 

２．貸倒引当金戻入額  15,352 15,940 24,377 

３．その他  － 15,352 0.1 800 16,855 0.1 38,000 63,135 0.2

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産売却損  148 12,477 6,788 

２．固定資産除却損 ※１ 4,246 39,942 43,609 

３．減損損失 ※３ － 173,143 － 

４．投資有価証券評価
損 

 308 － 99,655 

５．貸倒引当金繰入額  820 450 1,950 

６．その他  － 5,523 0.0 30 226,043 1.2 － 152,003 0.4

税引前中間（当
期）純利益 

  226,962 1.3 515,662 2.8  489,584 1.4

法人税、住民税及
び事業税 

 12,000 11,000 23,000 

法人税等調整額  － 12,000 0.1 － 11,000 0.1 △  5,515 17,484 0.1

中間（当期）純利
益  

  214,962 1.2 504,662 2.7  472,099 1.3

前期繰越利益   934,357 1,219,383  934,357

中間配当額   － －  97,704

中間（当期）未処
分利益 

  1,149,320 1,724,045  1,308,752
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③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間会計期間 
 

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー
計算書 

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税引前中間（当期）純利
益 

 226,962 515,662 489,584 

減価償却費  275,103 227,918 556,759 

減損損失  － 173,143 － 

貸倒引当金の減少額  △  14,532 △  15,490 △  22,427 

退職給付引当金の増減額
（減少：△） 

 16,634 △   8,692 36,748 

役員退職慰労引当金の増
減額（減少：△） 

 △  72,335 5,164 △  62,700 

投資有価証券評価損  308 － 99,655 

受取利息及び受取配当金  △  10,635 △  12,691 △  16,724 

支払利息  12,769 15,321 25,713 

固定資産売却益  － △    115 △    758 

固定資産売却損  148 12,477 6,788 

固定資産除却損  4,246 39,942 43,609 

売上債権の増加額  △  833,413 △  582,073 △  718,851 

たな卸資産の増加額  △  115,155 △  426,540 △  398,604 

仕入債務の増減額（減
少：△） 

 △  191,045 488,366 194,446 

未払（未収）消費税等の
増減額 

 △  78,970 20,712 △  94,505 

その他  87,031 △  72,547 456,254 

小計  △  692,884 380,558 594,988 

利息及び配当金の受取額  10,502 12,690 16,724 

利息の支払額  △  12,757 △  13,600 △  29,058 

法人税等の支払額  △  25,968 △  23,574 △  25,151 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △  721,108 356,073 557,502 
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前中間会計期間 
 

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー
計算書 

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

有形固定資産の取得によ
る支出 

 △  99,151 △  50,093 △  309,494 

有形固定資産の売却によ
る収入 

 － 1,575 15,223 

無形固定資産の売却によ
る収入 

 736 － 736 

有形固定資産の除却によ
る支出 

 △   1,613 △  18,809 △   4,819 

無形固定資産の取得によ
る支出 

 △    680 － △    680 

投資有価証券の取得によ
る支出 

 △  371,350 △  591,286 △  420,660 

投資有価証券の売却によ
る収入 

 4,500 310 5,200 

その他  △   5,300 2,714 △   5,300 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △  472,858 △  655,588 △  719,793 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

長期借入れによる収入  － 1,050,000 350,000 

長期借入金の返済による
支出 

 △  58,000 △  525,000 △  201,500 

自己株式の取得による支
出 

 △   1,848 △   4,150 △   5,930 

配当金の支払額  △  97,551 △  97,419 △  194,853 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △  157,399 423,430 △  52,284 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

 530 523 475 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加
額（△減少額） 

 △ 1,350,835 124,438 △  214,100 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 1,897,819 1,683,718 1,897,819 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間
期末(期末)残高 

 546,983 1,808,157 1,683,718 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 １．資産の評価基準

及び評価方法 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 ①時価のあるもの ①時価のあるもの ①時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定） 

 

同  左 

期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

 ②時価のないもの ②時価のないもの ②時価のないもの 

 移動平均法による原価

法 

 

同  左 

 

同  左 

 (2）デリバティブ (2）デリバティブ (2）デリバティブ 

 時価法 同  左 同  左 

 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 

 商品・製品・原材料及び

仕掛品 

 

同  左 

 

同  左 

  移動平均法による原価

法を採用しております。

  

 貯蔵品   

  最終仕入原価法による

原価法を採用しておりま

す。 

  

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 ２．固定資産の減価

償却の方法  定率法を採用しておりま

す。ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法を採用し

ております。なお、主な耐

用年数は次のとおりであり

ます。 

建物     10～50年

機械及び装置  8～ 9年

その他     4～15年

 

同  左 

 

同  左 

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  定額法を採用しておりま

す。 

 なお、ソフトウェアにつ

いては、社内における利用

可能期間（５年）による定

額法を採用しております。

 

同  左 

 

同  左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 ３．引当金の計上基

準  債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等の特定の債

権については個別に回収可

能性を勘案し回収不能見込

額を計上しております。 

 

同  左 

 

同  左 

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員賞与の支給に備え

るため、支給見込額のうち

当中間会計期間の負担額を

計上しております。 

 

同  左 

 従業員賞与の支給に備え

るため、翌期の支給見込額

のうち、当期の負担額を計

上しております。 

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間期末において発生して

いると認められる額を計上

しております。 

 数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（ 8年）

による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事

業年度から損益処理するこ

ととしております。 

 

同  左 

 従業員の退職給付に備え

るため、当期末における退

職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上してお

ります。 

 数理計算上の差異は、各

期の発生時における従業員

の平均残存勤務年数以内の

一定の年数( 8年)による定

額法により按分した額を発

生の翌期から損益処理して

おります。 

 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計上

しております。 

 

同  左 

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上して

おります。 

４．外貨建の資産又

は負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は中間

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

 

同  左 

 外貨建金銭債権債務は、期

末日の直物相場により円貨に

換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

５．リース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

 

同  左 

 

同  左 

(1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 ６．ヘッジ会計の方

法  為替予約については振当

処理の要件を満たしている

場合は振当処理を、金利ス

ワップについては特例処理

の要件を満たしている場合

は特例処理を採用しており

ます。 

 

同  左 

 

同  左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

 ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建債権債

務及び外貨建

予定取引 

金利スワップ 借入金 

 

同  左 

 

同  左 

 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

  社内規定に基づき、将来

の為替、金利変動リスク回

避のためにヘッジを行って

おります。 

 

同  左 

 

同  左 

 

 (4）有効性評価の方法 (4）有効性評価の方法 (4）有効性評価の方法 

  振当処理の要件及び特例

処理の要件をもって有効性

の判定に代えております。

 

同  左 

 

同  左 

７．中間キャッ

シュ・フロー計

算書（キャッ

シュ・フロー計

算書）における

資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可

能な預金及び取得日から満期

日までの期間が３カ月以内の

定期預金であります。 

 

同  左 

 

同  左 

８．その他中間財務

諸表（財務諸

表）作成のため

の基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理方法は

税抜き方式を採用しておりま

す。 

 

同  左 

 

同  左 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 

────── 

（固定資産の減損に係る会計基

準） 

当中間会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これにより税引前

中間純利益は173,143千円減少し

ております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則

に基づき各資産の金額から直接控

除しております。 

 

────── 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

11,778,308千円 11,556,424千円 11,705,686千円

※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産及び対

応債務は次のとおりでありま

す。 

担保に供している資産及び対

応債務は次のとおりでありま

す。 

担保に供している資産及び対

応債務は次のとおりでありま

す。 

投資有価証券 投資有価証券 投資有価証券 

227,896千円 350,342千円 263,238千円

上記に対する債務 

買掛金 

上記に対する債務 

買掛金 

上記に対する債務 

買掛金 

2,180,221千円 2,703,350千円 2,106,239千円

 ３．偶発債務 ３．偶発債務 ３．偶発債務 

(1）保証債務 (1）保証債務 (1）保証債務 

従業員の提携金融機関からの

借入金に対して保証を行って

おります。 

従業員の提携金融機関からの

借入金に対して保証を行って

おります。 

従業員の提携金融機関からの

借入金に対して保証を行って

おります。 

1,811千円 785千円 1,300千円

(2）   ────── (2）手形債権流動化に伴う買戻し

義務額 

(2）手形債権流動化に伴う買戻し

義務額 

 255,129千円 308,979千円
 
 ４．受取手形割引高 1,302千円

輸出手形割引高 69,545千円
  

 
 ４．受取手形割引高 476千円

輸出手形割引高 71,719千円
  

 
 ４．受取手形割引高 1,403千円

輸出手形割引高 47,338千円
  

※５．消費税等の取扱い ※５．消費税等の取扱い ※５．  ────── 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

 

６．当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント 

６．当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント 

６．当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント 

 当社は、運転資金の効率的な調

達を行なうため取引銀行８行と当

座貸越契約及び貸出コミットメン

ト契約を締結しております。 

 当中間会計期間における当座貸

越契約及び貸出コミットメントに

係る借入未実行残高等は次のとお

りであります。 

 当社は、運転資金の効率的な調

達を行なうため取引銀行８行と当

座貸越契約及び貸出コミットメン

ト契約を締結しております。 

 当中間会計期間における当座貸

越契約及び貸出コミットメントに

係る借入未実行残高等は次のとお

りであります。 

 当社は、運転資金の効率的な調

達を行なうため取引銀行８行と当

座貸越契約及び貸出コミットメン

ト契約を締結しております。 

 当期における当座貸越契約及び

貸出コミットメントに係る借入未

実行残高等は次のとおりでありま

す。 
 

当座貸越契約及び貸出 

コミットメント 3,000,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 3,000,000千円
  

 
当座貸越契約及び貸出 

コミットメント 3,000,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 3,000,000千円
  

 
当座貸越契約及び貸出 

コミットメント 3,000,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 3,000,000千円
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．固定資産除却損のうち主要な

もの 

※１．固定資産除却損のうち主要な

もの 

※１．固定資産除却損のうち主要な

もの 
 

機械及び装置 2,431千円 
  

 
建物 22,945千円

機械及び装置 14,840千円
  

 
建物 27,791千円

機械及び装置 11,895千円
  

２．減価償却実施額 ２．減価償却実施額 ２．減価償却実施額 
 

有形固定資産 261,376千円 

無形固定資産 13,726千円 
  

 
有形固定資産 219,556千円

無形固定資産 8,361千円
  

 
有形固定資産 534,492千円

無形固定資産 22,267千円
  

※３．  ────── ※３．減損損失  ※３．  ────── 

  当中間会計期間において、当社

は以下の資産グループについて減

損損失を計上しております。 

 

   
場所 用途 種類 

静岡県富

士市 

処分予

定資産 

建物及び

土地等 
 

 

  当社は、事業の種類を基準とし

た管理会計上の区分に従ってグ

ルーピングを行っております。ま

た、処分予定資産については、個

別物件単位でグルーピングを行っ

ております。 

 上記の処分予定資産について

は、継続的な地価の下落に伴い、

市場価格が帳簿価額より著しく下

落していることから、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（173,143千円）

として特別損失に計上しておりま

す。その内訳は、建物6,854千

円、土地166,026千円、その他263

千円であります。 

なお、回収可能価額は正味売却

可能価額により測定しており、売

却予定の建物及び土地等について

は、第三者による不動産鑑定評価

額を基に算定しております。 

 

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高は中間貸借対照表の「現金及び預

金」と同額となります。 

同  左  現金及び現金同等物の期末残高は

貸借対照表の「現金及び預金」と同

額となります。 
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 
  

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

有形固定資
産その他 

34,580 20,914 13,665 

合計 34,580 20,914 13,665 

  

  

 

取得価
額相当
額 
(千円)

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

有形固定資
産その他 

50,580 28,534 22,045

合計 50,580 28,534 22,045

  

  

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円)

有形固定資
産その他 

34,580 24,591 9,988

合計 34,580 24,591 9,988

  
(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額

  
１年内 7,378千円

１年超 6,518千円

合計 13,897千円
  

  
１年内 8,298千円

１年超 13,969千円

合計 22,268千円
  

  
１年内 7,431千円

１年超 2,789千円

合計 10,221千円
  

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 
  

 千円 

支払リース料 3,793 

減価償却費相当額 3,676 

支払利息相当額 143 
  

  
 千円

支払リース料 4,077 

減価償却費相当額 3,943 

支払利息相当額 124 
  

  
 千円

支払リース料 7,587 

減価償却費相当額 7,353 

支払利息相当額 261 
  

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 

同左 

 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については利息法によっており

ます。 

 

同左 

 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 
 

１年内 764千円 

１年超 －千円 

合計 764千円 
  

 
１年内 －千円

１年超 －千円

合計 －千円
  

 
１年内 191千円

１年超 －千円

合計 191千円
  

 



 

－  － 
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（有価証券関係） 

（前中間会計期間）(平成16年９月30日現在) 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 716,416 1,579,791 863,375 

その他 981,900 1,400,172 418,271 

合計 1,698,317 2,979,963 1,281,646 

 

２．時価のない有価証券の主な内容 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 438,875 

 

（当中間会計期間）(平成17年９月30日現在) 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 795,036 2,269,511 1,474,475 

その他 981,900 1,649,248 667,347 

合計 1,776,936 3,918,760 2,141,823 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 900,495 

 



 

－  － 
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（前事業年度）(平成17年３月31日現在) 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 717,060 1,756,574 1,039,513 

その他 981,900 1,469,901 488,000 

合計 1,698,960 3,226,475 1,527,514 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 387,495 

 

 

（デリバティブ取引関係） 

（前中間会計期間） (平成16年９月30日現在) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 該当事項はありません。 

 なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

 

（当中間会計期間） (平成17年９月30日現在) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 該当事項はありません。 

 なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

 

（前事業年度） (平成17年３月31日現在) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 該当事項はありません。 

 なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

 

（持分法損益等） 

（前中間会計期間） (平成16年９月30日現在) 

 当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

 

（当中間会計期間） (平成17年９月30日現在) 

 当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

 

（前事業年度） (平成17年３月31日現在) 

 当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 740円92銭 

１株当たり中間純利益 11円00銭 

  

  

１株当たり純資産額 796円86銭

１株当たり中間純利益 25円85銭

  

 

１株当たり純資産額 756円93銭

１株当たり当期純利益 24円16銭

  
なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 

同  左 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

中間（当期）純利益（千円） 214,962 504,662 472,099

普通株主に帰属しない金額 
（千円） 

－ － －

普通株式に係る中間（当期）純
利益（千円） 

214,962 504,662 472,099

期中平均株式数（千株） 19,543 19,523 19,537

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

 

(2）【その他】 

  平成17年10月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）中間配当による配当金の総額…………………… 97,593千円 

（ロ）１株当たりの金額…………………………………     5円 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………… 平成17年12月 9日 

  （注）平成17年9月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主又は登録質権者に対し、

支払いを行います。 

 



－  － 
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第６【提出会社の参考情報】 
 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

１．有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第５８期）（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出 

 

 



－  － 

 

(29) ／ 2006/07/21 9:35 (2006/07/21 9:35) ／ 401265_03_090_2k_05250183／第６参考情報／os2ソマール／半期.doc 

29

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 

該当事項はありません。 
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 独立監査人の中間監査報告書 
   
 

 

   平成１６年１２月６日

ソマール株式会社    

 

 取締役会 御中  

 

 監査法人トーマツ  

 

 
指定社員 

業務執行社員 

 

 
公認会計士 手塚 仙夫  印 

 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 大中 康行  印 

 

 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

ソマール株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第５８期事業年度の中間会計期間（平成 

１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書

及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、ソマール株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成

１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 
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 独立監査人の中間監査報告書 
   
 

 

   平成１７年１２月５日

ソマール株式会社    

 

 取締役会 御中  

 

 監査法人トーマツ  

 

 
指定社員 

業務執行社員 

 

 
公認会計士 高橋 勝   印 

 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 森田 浩之  印 

 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

ソマール株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第59期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッ

シュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、ソマール株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減

損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 
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